








































































【地方独立行政法人那覇市立病院】
（単位：円）

　　区　　　分 当初予算額 決算額 差　額
(決算額－当初予算額)

備   考

収入

営業収益 17,111,965,000 15,413,586,558 △1,698,378,442

医業収益 16,699,700,000 14,870,323,435 △1,829,376,565
延べ患者数の伸び悩みもあり病床稼働率が思ったよ
うに上がらず目標達成に至らなかったことによる

運営費負担金 374,571,000 328,817,000 △45,754,000 前年度補正分の影響による

補助金等収益等 37,694,000 214,446,123 176,752,123
新病院建設関連補助金に係る消費税分を収益計上し
たことによる

営業外収益 104,119,000 81,892,822 △22,226,178

運営費負担金 20,342,000 21,682,000 1,340,000

財務収益 80,000 4,945,477 4,865,477 預金金利の引き上げによる

営業外雑収益等 83,697,000 55,265,345 △28,431,655 医師診療応援の減少による

臨時利益 33,500,000 0 △33,500,000

資本収入 13,803,590,000 14,550,180,456 746,590,456

運営費負担金 255,428,000 255,755,000 327,000

長期借入金 11,697,844,000 12,609,200,000 911,356,000 R6年度にR5年度長期借入金が入金されたことによる

その他資本収入 1,850,318,000 1,685,225,456 △165,092,544 新病院建設に係る予算繰越等による

その他の収入 1,000,000,000 0 △1,000,000,000 地方債の保有がなかったことによる

32,053,174,000 30,045,659,836 △2,007,514,164

支出

営業費用 16,771,256,000 16,418,587,972 △352,668,028

医業費用 16,166,829,000 15,867,490,667 △299,338,333

給与費 8,890,700,000 9,052,210,575 161,510,575
主に退職給付費用及び法定福利費の執行額が当初予
算額を上回ったことによる

材料費 4,647,203,000 4,486,917,043 △160,285,957
主に薬品費の執行額が当初予算額を下回ったことに
よる

経費 2,529,032,000 2,246,337,813 △282,694,187
主に賃借料及び委託料の執行額が当初予算額を下
回ったことによる

研究研修費 99,894,000 82,025,236 △17,868,764
主に謝金及び研究雑費の執行額が当初予算額を下
回ったことによる

一般管理費 604,427,000 551,097,305 △53,329,695
主に給与費及び経費の執行額が当初予算額を下回っ
たことによる

営業外費用 79,748,000 40,750,795 △38,997,205
新病院建設等に係る予備予算を執行せずに済んだこ
とによる

臨時損失 33,500,000 128,866,151 95,366,151 会計監査に向けた過年度分整理による

資本支出 15,838,185,000 9,488,964,592 △6,349,220,408

建設改良費 15,387,207,000 9,037,987,202 △6,349,219,798 新病院建設に係る予算繰越等による

償還金 450,978,000 450,977,390 △610

その他の支出 1,000,000,000 0 △1,000,000,000 地方債の購入がなかったことによる

33,722,689,000 26,077,169,510 △7,645,519,490

単年度資金収支（収入－支出） △1,669,515,000 3,968,490,326 5,638,005,326

（注）損益計算書の計上額と決算額の相違の概要は、以下のとおりであります。

（１）損益計算書の営業収益に計上されている資産見返物品受贈額戻入は、決算額に含んでおりません。

（２）損益計算書の営業費用の医業費用、一般管理費に計上されている減価償却費は、決算額に含んでおりません。

（３）決算額には、医業費用の経費に消費税及び地方消費税が、含まれております。

（４）上記数値は消費税等込みの金額を記載しております。
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地方独立行政法人 那覇市立病院 事業報告書 

 

１ 理事長によるメッセージ 

 

当院は昭和 55 年 5 月に開院し、平成 20 年 4 月の地方独立行政法人への移行以来 16

年が経過しました。令和 6年度からは第 5期中期計画（令和 6年度～令和 9年度）がス

タートし、那覇市をはじめ地域の中核的急性期病院として、地域医療支援病院および救

急指定病院、地域がん診療連携拠点病院、地域周産期母子医療センターなどの指定を受

け質の高い医療を提供するとともに、臨床研修指定病院及び地域がん診療連携拠点病院

として医師の育成を図り、医療機能の充実に努めてまいりました。 

また、建物の老朽化に伴う新病院の建設も終盤に差し掛かっており、令和 7 年 10 月

1日の開院に向け急ピッチで移転準備を進めているところです。 

 

新病院開院後の医療需要としましては、沖縄県においても少子化が進行し高齢者人口

は全国と同様に増加しており、令和 27 年頃まで高齢者医療の需要が増大すると予測さ

れています。このような状況に対応するため、当院では呼吸器、循環器、消化器、整形

外科、脳神経外科、心臓血管外科といった医療需要が高まる分野での体制強化を進めて

いるところです。また、救急医療提供体制の充実、小児・周産期医療の強化、災害や新

興感染症等の対応、那覇市の施策との連携、市民への情報の提供、外国人対応の充実を

重点施策として取り組みました。 

 

新病院への移転に併せ様々な医療機器を更新・新規導入する予定ですが、先行して令

和 6年 6月には手術支援ロボット「ダヴィンチ」を導入しました。前立腺がんをはじめ、

大腸がん、膵臓がんの手術に対応し、順次拡大してまいります。 

 

今後も医療従事者の研鑽に努め、新病院開院や高度医療機器の更新等により、これま

で以上に市民や地域の皆さまの健康を守り、医療ニーズに応える医療を提供できるよう、

尽力してまいります。また、那覇市医師会や地域のクリニック、診療所の先生方、在宅

療養支援診療所の先生方との連携をさらに深め、地域医療に貢献するとともに、公的医

療機関としての使命を果たしてまいります。 

 

 

地方独立行政法人那覇市立病院 

理事長兼病院長 外間 浩 
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２ 法人の概要 

 
（１）目的 

  地方独立行政法人那覇市立病院は、地方独立行政法人法（平成 15年法律第 118

号）に基づき、地域住民に救急医療及び高度医療をはじめとした医療を提供すると

ともに、地域の医療機関及び那覇市と連携して、住民の健康の維持及び増進に寄与

することを目的としています。 

【地方独立行政法人那覇市立病院定款第１条より抜粋】 

 

（２）業務 

  ア 医療を提供すること。 

  イ 医療に関する調査及び研究を行うこと。 

  ウ 医療に関する従事者の研修を行うこと。 

  エ 人間ドック、健康診断等の予防医療を提供すること。 

  オ 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

【地方独立行政法人那覇市立病院定款第 16条より抜粋】 

 

 

３ 事業の概要 

 

 第５次那覇市総合計画（平成 30年～令和９年） 

  施策 16 地域医療の充実したまちをつくる  

  身近な地域で良質かつ適切な医療が受けられるまちづくり 

  （１）救急医療体制の維持 

  （２）地域医療機関との連携による小児・周産期医療の提供 

  （３）かかりつけ医との連携による在宅医療の推進 

 

 中期目標期間の役割 

  市立病院としての役割の発揮 

  （１）救急医療提供体制の維持・充実 

  （２）小児・周産期医療の確保 

  （３）災害や新興感染症等の健康危機への対応 

  （４）那覇市の施策との連携 

  （５）市民への情報の提供・発信 

  （６）外国人対応の充実 

 

 

４ 病院理念及び経営方針 

 

（１）病院理念 

   和と奉仕 

 

（２）経営方針 
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・私たちは、市民の安心できる病院を目指します。 

・私たちは、微笑みと優しさを持って接するように努めます。 

・私たちは、診療内容を分かりやすく説明・開示するように努めます。 

・私たちは、いつも最新の質の高い医療を目指します。 

・私たちは、地域の医療機関と協力して開かれた病院を目指します。 

・私たちは、医療・福祉・保健の相互連携の発展に努めます。 

 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                          

５ 経営戦略 

 

救急医療、小児医療、周産期医療、がん診療をはじめ、市民が求める地域に根ざし

た医療の提供に努め、医療水準の向上を図り、あわせて将来の持続可能な経営を実現

するため、データに基づいた経営の可視化、効率化等を積極的に取り組みます。 

 

 

６ 診療実績 

 

(１)外来 

指標 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 

１日平均外来患者数   551   626   634 585 

外来延べ患者数 132,871 151,566 153,579 145,104 

 

(２)入院 

指標 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 

入院患者延べ数（年） 126,700 124,807 135,533 135,479 

入院患者数（年）   9,974  10,200  12,031 12,389 

退院患者数（年）   9,915  10,232  11,974 12,408 

１日平均入院患者数     347     342     371 371 

平均在院日数 11.9 10.9 10.0 10.0 

病床稼働率 73.9% 72.8% 79.0% 79.1% 

病床利用率 68.1% 66.8% 72.0% 71.7% 

 

(３)救急 

指標 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 

救急外来患者数 12,769 19,662 22,644 18,335 

救急車搬送数  4,500  4,604  4,875 5,779 

 

(４)地域医療支援病院紹介率・逆紹介率 

指標 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 

紹介率 80.6% 70.2% 81.4% 88.0% 

逆紹介率 93.6% 82.2% 82.2% 94.2% 
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(５)分娩数 

年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 

分娩件数   386   253   305 278 

帝王切開数   119   120   119 116 

比率 30.8% 47.4% 39.0% 41.7% 

 

(６)麻酔別手術数 

年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 

全麻 1,611 2,131 2,468 2,442 

腰麻   435   229   240 129 

局麻   607   773 1,145 1,209 

その他   186   190   217 446 

合計 2,839 3,323 4,070 4,226 

 

 

７ 人材育成活動 

 

(１)学会・論文発表数 

指標 R5年度 R6年度 

学会発表数（医師） 66 71 

学会発表数（看護師） 9 11 

学会発表数（その他ﾒﾃﾞｨｶﾙｽﾀｯﾌ） 18 29 

論文発表数（全体） 77 111 

 

(２)看護師に関する実績 
専門看護師の在籍数 

分野 R5年度 R6年度 

がん看護 3 3 

合 計 3 3 

 

認定看護師の在籍数 

分野 R5年度 R6年度 分野 R5年度 R6年度 

集中ケア 3 3 脳卒中ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ看護 1 1 

感染管理 3 3 糖尿病看護 1 1 

慢性心不全看護 1 1 慢性呼吸器疾患看護   

皮膚・排泄ケア 2 2 新生児集中ケア 1 1 

小児救急看護   緩和ケア認定看護師 3 3 

がん化学療法   認知症看護認定看護師 2 1 

がん放射線療法看護 1 1 特定・認定看護師 7 10 

摂食・嚥下障害看護 1 1 合 計 26 28 
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(３)薬剤科に関する実績 

指標 R5年度 R6年度 

資格取得 

・認定薬剤師 1名 

・心不全療養指導士 1名 

・スポーツファーマシスト 4名 

・栄養サポートチーム 1名 

・循環器病アドバイザー1名 

・認定実務実習指導薬剤師 1名 

・周術期管理チーム認定薬剤師 1名 

研修：参加 １件(ｵﾝﾗｲﾝ 1件)43名 １件(ｵﾝﾗｲﾝ 1件)45名 

 

 (４)放射線科に関する実績 

指標 R5年度 R6年度 

資格取得 取得無し（更新のみ） 

・日本 X線 CT専門技師 2名 

・第 1種放射線取扱主任者 1名 

・日本放射線治療専門放射線技師 1名 

・検診ﾏﾝﾓｸﾞﾗﾌｨ撮影認定診療放射線技師 1名 

・臨床実習指導員認定資格 1名 

・下部消化管（注腸）認定診療放射線技師 1名 

研修：参加 54 件(ｵﾝﾗｲﾝ 17 件)344 名 54 件(ｵﾝﾗｲﾝ 20 件)229 名 

 

(５)CE科に関する実績 

指標 R5年度 R6年度 

資格取得 

・透析治療認定臨床工学技士 1名 

・心電図検定１級 1名 

・心電図検定２級 2名 

・心電図検定３級 1名 

・心電図検定 1級 1名 

・心電図検定 2級 1名 

研修：参加 4件(ｵﾝﾗｲﾝ 2件)11 名 1件（ｵﾝﾗｲﾝ 1件）1名 

 

(６)栄養科に関する実績 

指標 R5年度 R6年度 

資格取得 

・病態栄養専門管理栄養士 3名 

・食物アレルギー分野管理栄養士 2名 

・静脈経腸栄養管理栄養士 1名 

・人間ドック健診情報管理栄養士 1名 

・心不全療養指導士 1名 

・腎臓病態栄養管理栄養士 1名 

研修：参加 92件(ｵﾝﾗｲﾝ 6件) 181名 87件（ｵﾝﾗｲﾝ 75件）175名 

 

 (７)リハビリテーション室に関する実績 

指標 R5年度 R6年度 

資格取得 

・集中治療理学療法士 2名 

・がんﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ認定療法士 4名 

・臨床実習指導士 2名 

・臨床実習指導者 2名 

・認知作業療法士 1名 

・三学会合同認定呼吸療法士 1名 

・摂食嚥下療法認定士 1名 

・認定言語聴覚士 1名 

研修：参加 19件(ｵﾝﾗｲﾝ 9件)212名 21件(ｵﾝﾗｲﾝ 10件)535名 
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(８)検査科に関する実績 

指標 R5年度 R6年度 

資格取得 

・細胞検査士 1名 

・超音波検査士(循環器領域)1名 

・超音波検査士(消化器領域)2名 

・二級臨床検査士(免疫血清学)1名 

・認定血液検査技師 1名 

研修：参加 104件（ｵﾝﾗｲﾝ 15件）268名 247件（ｵﾝﾗｲﾝ 194件）416名 

 

 (９)事務職に関する実績 

指標 R5年度 R6年度 

病院経営研修等への受講回数 3 10 

ｵﾝﾗｲﾝｾﾐﾅｰによる受講回数 21 22 

外部講師による講演指導等 2 2 

事務職員勉強会等 3 3 

専門資格取得者数(新規) 7 3 

学会発表（参加人数） 6件（6名） 7件（6名） 

◎医師事務作業補助技能認定 １名合格  

◎医療通訳技能検定試験 英語 2級 １名合格 

 

 

８ 経営状況の説明 

 

病院経営を取り巻く環境は、物価高騰や人件費の上昇などの影響により深刻な経営難

に陥っていると言われています。6病院団体が合同で行った病院経営状況の調査による

と、全国の病院のうち 6割は赤字（経常利益）となっており、診療報酬が物価や賃金の

上昇に適切に対応しない限り赤字傾向が続く見込みであることから、国へ早急な対策を

求めている状況です。 

 

令和 6 年度の決算状況について、医業収益は 148 億 2,100 万円で、前年度比 0.3％

（3,840万円）の微増に留まりました。内訳として医師の退職や小児科の診療制限に伴

う患者数の減少が原因で外来収益は減少、一方、入院収益は前年度比約 1億円の増収と

なりましたが、入院日数の短縮や病床稼働率が 79%（470 床換算）と低迷したことによ

り、利益に結びつけることができませんでした。医業費用は、177億 1,000万円で、前

年度比 9.4％（15億 1,400万円）と 2年連続の大幅増となりました。主な要因は、新病

院建設や手術支援ロボット等の投資に伴う消費税や減価償却費の増加に加え、新病院に

向けた人員整備や給与ベースアップ及び賞与支給率アップによる人件費の増加、さらに

近年の物価高騰や人件費上昇等の影響を受けて様々な費用の増加に拍車が掛かってい

る状況です。その結果、医業収支は 28 億 8,900 万円のマイナスとなりました。また、

会計監査に向けた整理等に伴い臨時損失（過年度損益修正損）として 1億 2,800万円を

計上したことによって当期純損失は 27億 2,300万円となりました。 

新病院開院を間近に控える一方で、今後は旧病院の解体や第 2立体駐車場の建設、外

構工事などを予定しており、まだまだ整備事業は続くことから、当面は赤字が続く見込
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みとなっています。本業に伴う赤字額も大きい現状を考えると、将来にわたって安定し

た経営基盤を築くためにも、さらなる収益確保に向けた対策が急務となっています。 

 

 

９ 財務諸表の要約 

  

（１）貸借対照表 

                                   単位：百万円 

資産の部 金額 負債の部 金額 

Ⅰ 固定資産 

   有形固定資産 

   無形固定資産 

   投資その他の資産 

Ⅱ 流動資産 

   現金及び預金 

   医業未収金 

   未収入金 

   医薬品 

   診療材料 

   貯蔵品 

   その他 

 

 

 

 

 

 

 

23,013 

22,224 

781 

    8 

13,313 

8,549 

 2,576 

1,882 

182 

 92 

  3 

  44 

Ⅰ 固定負債 

   資産見返負債 

   長期借入金 

   引当金 

資産除去債務 

Ⅱ 流動負債 

   一年以内返済予定 

   未払金 

   未払費用 

   前受金 

   預り金 

   寄附金債務 

   引当金 

      26,670 

4,674 

17,390 

4,221 

386 

2,541 

689                 

 1,291 

3 

1 

126 

1 

429 

負債合計       29,211 

純資産の部 金額 

Ⅰ 資本金 

Ⅱ 資本剰余金 

Ⅲ 利益剰余金 

1,299 

5,289 

542 

純資産合計        7,131 

資産合計 36,342 負債純資産合計 36,342 

※単位未満四捨五入のため、合計と内訳の計が一致しない場合があります。 

 

（２）損益計算書 

                                      単位：百万円 

科目 金額 

営業収益 （Ａ） 15,619 

営業費用 （Ｂ） 18,251 

営業外収益（Ｃ） 78 

営業外費用（Ｄ） 41 

臨時利益 （Ｅ） 0 

臨時損失 （Ｆ） 129 

当期純利益（A-B+C-D+E-F） ▲2,724 

※単位未満四捨五入のため、合計と内訳の計が一致しない場合があります。 
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（３）純資産変動計算書 

単位：百万円 

 資本金 資本剰余金 
利益剰余金 

（繰越欠損額） 
純資産合計 

当期首残高（Ａ） 1,299 5,289 3,266 9,854 

当期変動額（Ｂ）   ▲2,724 ▲2,724 

その他行政コスト     

当期純損失   ▲2,724 ▲2,724 

その他     

当期末残(A+B) 1,299 5,289 542 7,131 

※単位未満四捨五入のため、合計と内訳の計が一致しない場合があります。 

 

（４）キャッシュ・フロー計算書 

                                           単位：百万円 

科目 金額 

業務活動によるキャッシュ・フロー（Ａ） ▲2,095 

投資活動によるキャッシュ・フロー（Ｂ） ▲7,636 

財務活動によるキャッシュ・フロー（Ｃ） 12,158 

資金増加額（Ｄ＝Ａ+Ｂ＋Ｃ） 2,427 

資金期首残高（Ｅ） 6,121 

資金期末残高（Ｆ＝Ｄ＋Ｅ） 8,549 

※単位未満四捨五入のため、合計と内訳の計が一致しない場合があります。 

 

（５）行政コスト計算書 

                              単位：百万円 

科目 金額 

損益計算上の費用 18,421 

 経常費用 18,292 

 臨時損失  129 

その他行政コスト 0 

合計 18,421 

※単位未満四捨五入のため、合計と内訳の計が一致しない場合があります。 

 

 

10 財務指標を用いた説明 

  

（１） 貸借対照表 

  令和 6年度末現在の各項目は以下のとおりです。 

 【資産】 

   資産合計：36,342百万円（前年比 9,941百万円増） 
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主な要因は、新病院建設工事の進捗に伴う資産の増加によるものです。 

 【負債】 

負債合計：29,211百万円（前年比 12,665百万円増） 

主な要因は、新病院建設工事の進捗に伴う負債の増加と長期借入金の増加による

ものです。 

【純資産】 

純資産合計：7,131百万円（前年比 2,724百万円減） 

要因は、当期未処理損失を計上したことによるものです。 

 

（２）損益計算書 

  令和 6年度末現在の各項目は以下のとおりです。 

 【収益】 

収益:15,697百万円（前年比 254百万円減） 

主な要因は、外来患者数の減少や病床稼働率の低迷により医業収益が前年度から

微増に留まったこと、また補助金収益の減収や医師診療応援の減収によるもので

す。 

 【費用】 

  費用:18,421百万円（前年比 1,322百万円増） 

主な要因は、新病院開院に向けた人員整備や給与ベースアップによる人件費の増

加に加え、物価高騰の影響等による材料費の増加、新病院建設工事や高額医療機器

の更新等に伴う減価償却費や消費税の増加によるものです。 

 【当期純損益】 

    純損失:2,724百万円（前年比 1,575百万円の損失増） 

主な要因は、上述のとおり、医業収益が伸び悩んでいる中、新病院建設事業をは

じめとする様々な費用の増加によるものです。 

 

（３）純資産変動計算書 

   当期未処理損失として利益剰余金を 2,724百万円取り崩した結果、7,131百万円

となりました。 

   

（４）キャッシュ・フロー計算書 

  【業務活動によるキャッシュ・フロー】 

    令和 6年度は 2,095百万円の支出となり、前年度と比較して 1,157百万円支出増

となっています。医業収入は過去最高となりましたが、支出は人員整備や給与ベー

スアップ、物価高騰、新病院建設事業等の影響を受け、業務活動はマイナスとなり

ました。 

【投資活動によるキャッシュ・フロー】 

    令和 6年度は 7,636百万円の支出となり、前年度と比較して 2,597百万円の支出

増となっています。これは、前年度と比較して新病院建設及び医療機器の整備によ

り投資活動が増加したことがあげられます。 

 【財務活動によるキャッシュ・フロー】 

   令和 6 年度は 12,158 百万円の収入となり、前年度と比較して 9,327 百万円増と

なっています。これは、前年度と比較して新病院建設及び医療機器の整備に伴う長

期借入金が増加したことがあげられます。 
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（５）行政コスト計算書 

   令和 6年度は 18,421百万円となっています。内訳としては損益計算書上の費用が 

18,421百万円です。 

 

 

11 予算及び決算の対比 

 

１予算（令和 6年度）   単位：百万円 

区分 予算額① 決算額② 
差額 

（②-①） 
備考 

収入         

 営業収益 17,112 15,414 ▲1,698   

  医業収益 16,700 14,870 ▲1,829 患者数･稼働率目標未到達による 

  運営費負担金 375 329 ▲46   

  補助金等収益等 38 214 177 新病院建設に係る消費税負担の増加 

 営業外収益 104 82 ▲22   

  運営費負担金 20 22 1   

  財務収益 0 5 5   

  営業外雑収益等 84 55 ▲28   

 臨時利益 34 0 ▲34   

 資本収入 13,804 14,550 747   

  運営費負担金 255 256 0   

  長期借入金 11,698 12,609 911 R5借入金が入金されたことによる 

  その他資本収入 1,850 1,685 ▲165  

 その他の収入 1,000 0 ▲1,000 資金運用なしによる 

計 32,053 30,046 ▲2,008   

支出         

 営業費用 16,771 16,419 ▲353   

  医業費用 16,167 15,867 ▲299   

   給与費 8,891 9,052 162 退職給付費用等が予算を上回った 

   材料費 4,647 4,487 ▲160 薬品費が予算を下回った 

   経費 2,529 2,246 ▲283 賃借料等が予算を下回った 

   研究研修費 100 82 ▲18   

  一般管理費 604 551 ▲53   

 営業外費用 80 41 ▲39   

 臨時損失 34 129 95 会計監査に向けた過年度分整理 

 資本支出 15,838 9,489 ▲6,349   

  建設改良費 15,387 9,038 ▲6,349 新病院建設予算繰越等による 

  償還金 451 451 0   

 その他の支出 1,000 0 ▲1,000 資金運用なしによる 

     計 33,723 26,077 ▲7,645   
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12 主要な財務データの経年比較 

                                 単位：百万円 

区分 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 

経常収益 17,064 15,836 15,912 15,697 

経常費用 15,013 15,280 16,656 18,292 

当期総利益（▲は損失） 2,074 ▲472 ▲1,148 ▲2,724 

資産 23,090 25,032 26,401 36,342 

負債 11,616 14,029 16,547 29,211 

利益剰余金（▲は損失） 4,886 4,414 3,266 542 

業務活動によるＣＦ 1,923 ▲1,175 ▲938 ▲2,095 

投資活動によるＣＦ ▲379 ▲1,561 ▲5,039 ▲7,636 

財務活動によるＣＦ 2,190 1,575 2,831 12,158 

資金期末残高 10,428 9,268 6,121 8,549 

※単位未満四捨五入のため、合計と内訳の計が一致しない場合があります。 
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13 法人の基本情報 

 

（１）沿革 

   平成 20年４月 地方独立行政法人として設立 

 

（２）設立に係る根拠法 

   地方独立行政法人法（平成 15年法律第１１８号） 

 

（３）事務所の所在地 

   沖縄県那覇市古島 2丁目 31番地 1 

 

（４）役員名簿 

 

役員の状況（令和 6年 4月 1日現在) 

役職名 氏名 備考 任期 

理事長 外間
ほ か ま

 浩
ひろし

 病院長 医師 令和 2年 4月 1日～令和 10年 3月 31日 

理 事 新垣
あらかき

 均
ひとし

 副病院長 医師 平成 28年 4月 1日～令和 8年 3月 31日 

理 事 豊
と

見山
み や ま

 直樹
な お き

 副病院長 医師 令和 2年 4月 1日～令和 8年 3月 31日 

理 事 宮田
み や た

 裕史
ゆ う じ

 副病院長 医師 令和 2年 4月 1日～令和 8年 3月 31日 

理 事 宮里
みやざと

 浩
ひろし

 副病院長 医師 令和 2年 4月 1日～令和 8年 3月 31日 

理 事 照屋
て る や

 りつ子
こ

 副病院長 看護師 令和 5年 4月 1日～令和 6年 8月 31日 

監 事 仲松
なかまつ

 正人
ま さ と

 
弁護士（みずほのまち法

律事務所） 

令和 2年 12月 1日～令和 9年度財務諸

表承認日まで 

監 事 城間
し ろ ま

 貞
ただし

 
公認会計士（城間公認会

計士事務所） 

令和 2年 12月 1日～令和 9年度財務諸

表承認日まで 
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（５）組織図（令和６年４月１日） 
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（６）翌事業年度（令和 7年度）に係る予算、収支計画及び資金計画 

 
1  予算（令和 7年度） 

                                         単位：百万円 

区  分 金  額 

収入 

  営業収益 

    医業収益 

    運営費負担金収益 

    補助金等収益 

  営業外収益 

    運営費負担金収益 

    営業外雑収益 

  臨時収益 

  資本収入 

    運営費負担金収益 

    長期借入金 

    その他資本収入 

  その他の収入 

  計 

 

18,985 

18,535 

407 

43 

94 

46 

48 

34 

10,353 

580 

9,773 

0 

1,000 

30,466 

支出 

  営業費用 

    医業費用 

     給与費 

     材料費 

     経費 

     研究研修費 

    一般管理費 

  営業外費用 

  臨時損失 

  資本支出 

    建設改良費 

    償還金 

  その他支出 

  計 

 

19,295 

17,263 

9,216 

5,018 

2,932 

97 

2,032 

203 

34 

13,518 

12,829 

689 

1,000 

34,050 

（注１）計数は、端数をそれぞれ四捨五入しています。 

（注２）給与費のベースアップ率を０％として試算しています。 
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２ 収支計画（令和 7年度） 

                       単位：百万円 

区  分 金  額 

収入の部 

  営業収益 

   医業収益 

   運営費負担金収益 

   補助金等収益 

   資産見返運営費負担金戻入 

   資産見返物品受贈額戻入 

   雑益 

  営業外収益 

    運営費負担金収益        

有価証券売却益 

    営業外雑収益 

  臨時利益 

19,449 

19,326 

18,496 

407 

41 

326 

54 

2 

90 

46 

0 

44 

33                           

支出の部 

  営業費用 

   医業費用 

給与費 

材料費 

減価償却費 

経費 

研究研修費 

一般管理費 

営業外費用 

臨時損失 

純利益 

目的積立金取崩額 

総利益 

22,542 

22,313 

20,416 

9,240 

4,913 

1,438 

4,733 

92 

1,897 

196 

33 

△3,093 

0 

△3,093                     

（注１）計数は、端数をそれぞれ四捨五入しています。 
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３ 資金計画（令和 7年度）  

                        単位：百万円 

区  分 金  額 

資金収入 

  業務活動による収入 

    診療業務による収入 

    運営費負担金による収入 

    補助金等収入 

その他の業務活動による収入 

  投資活動による収入 

    運営費負担金による収入 

その他の投資活動による収入 

  財務活動による収入 

    長期借入れによる収入 

その他の財務活動による収入 

  前事業年度からの繰越金  

39,011 

19,113 

18,535 

453 

43 

82 

1,580 

580 

1,000 

9,773 

9,773 

0 

8,545        

資金支出 

  業務活動による支出 

給与費支出 

    材料費支出 

その他の業務活動による支出 

  投資活動による支出 

有形固定資産の取得による支出 

その他の投資活動による支出 

  財務活動による支出 

長期借入金の返済による支出 
移行前地方債償還債務の償還による支出 

その他の財務活動による支出 

翌事業年度への繰越金 

39,011 

19,532 

9,666 

5,018 

4,848 

13,829 

12,829 

1,000 

689 

689 

0 

0 

4,961 

(注１) 計数は、端数をそれぞれ四捨五入しています。 

 

 




